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　資　料１－４



スタジアム・アリーナの効率的な整備や収益力のある
運営のため、コンセッションをはじめとしたPPP/PFI
の活用、都市公園法の改正（国会提出中）によ
る制度の活用等、民間活力の導入について地方公
共団体の取組を支援

取組④

地域未来投資促進法案（国会提出中）によ
り、地域の特性を生かして高い付加価値をもたら
す地域経済を牽引する事業を集中支援。

スポーツだけでなく、音楽イベントや健康づくりなど、
賑わいやコミュニティ創出の拠点とするため、地域
のニーズに応じた専門家の派遣などにより、施設
整備に向けた計画策定等を支援

子供のスポーツ機会の充実と質の確保に向け、
「部活動指導員」を制度化し、学校と地域のス
ポーツ団体・企業等が協働する新しい体制を構
築

スポーツ未来開拓プラン
～スポーツを核とした地域活性化～

非日常空間と日常
空間の融合

スポーツチーム・企業が
地域の発展に貢献

公園における
民間参入を促進

コンサート

プロスポーツ

スポーツ大会

市民活動

スポ-ツを核とした地域活性化は「構想」から「具体化」の段階へ
地域経済を引っ張る事業を後押しし、ローカルアベノミクスを深化

部活動

地域交流拠点の創出
(スタジアム・アリーナ改革) 新たな地域スポーツ振興の体制づくり

施設の効率的整備・運営に向けた
民間活力の導入促進

地域経済を牽引する地域ぐるみ事業の
集中的支援

【国交省等と連携】 【経産省等と連携】

※関係省庁と連携した政府一体の取組

地域関係者と一体でまちづくり事業等に取組
むことで、大きな波及効果を実現

資資料２



資料３ 

ススポーツ未来開拓会議 報告書 骨子案 

 

○平成２８年の６月に公表された「日本再興戦略２０１６」、「スポーツ未来開

拓会議中間報告」を踏まえ、平成２８年夏以降の取り組みや平成２９年度に

新たに取り組むべき課題、政策の方向性などを取りまとめ、本年５月ごろを

目途に公表する。 

 

 

１． スポーツの成長産業化に向けて 

・関係省庁の取組状況・総括的な取組方針 等 

 

２． スタジアム・アリーナ改革推進に向けた官民連携の取り組み 

・スタジアム・アリーナ改革推進ガイドブック（今春公表予定）の概要 

・アリーナスポーツの可能性 

・国内の構想・計画等の案件紹介 等 

 

３． 大学スポーツの振興 

・大学スポーツ局の創設、スポーツアドミニストレーターの配置 

・日本版ＮＣＡＡ創設に向けた取り組み 等 

 

４． スポーツコンテンツホルダーの経営力強化、スポーツ人材の育成・活用 

・スポーツ経営人材育成に向けた具体的な取り組み、競技団体等の基盤強化 

・アスリートのキャリアデザイン（デュアルキャリア）支援 等 

 

５． スポーツ産業の競争力強化 

・テクノロジーを活用した新たな取組（メディア、スポーツデータ活用等） 

・スポーツの国際展開促進、スポーツツーリズム 等 

 

６． スポーツ実施率向上に向けた取り組み 

・女性スポーツの振興（女性の実施率向上、女性指導者の育成等） 

・部活動（子どものスポーツ環境）の改善 

・働く世代に向けた取組、健康寿命延伸 等 

以上 

平成 29 年 3月 24 日 
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